
 

国土強靱化 民間の取組事例 089   顧客の生活を支える 

顧客を守る！ ▶顧客の生活を支える 13 顧客の施設等の耐災害性を強化する 

089 
建物の健全度を常にチェック 
構造ヘルスモニタリングシステム 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

株式会社NTT ファシリティーズ 
【平成 27年】 

3010401005008 その他防災関連事業者 
【建設業】 

東京都 

1 取組の概要 

 自社の研究開発拠点を強靱化の実証フィールドに 

 大規模な地震が発生した場合、二次災害から人の命を守るために多くの人々が集まる建物では

その被害状況を把握し、継続使用の可否を速やかに判断することが求められる。 

 株式会社NTTファシリティーズではこの課題を解決するために、構造ヘルスモニタリングシス

テムとして  建物安全度判定サポートシステム  揺れモニ』」を開発した。建物の全層にセンサ

ーを設置することにより、加速度データを取得

し、独自のシステム解析によって、地震時におけ

る層間変形角等を求め、地震直後に建物安全度情

報を提供している。 

 また、同システムを複数ビルに導入することで各

建物の健全度情報を一覧表示し、優先順位をもっ

て調査や対策を講じることができる。さらに、地

震発生直後の情報  震源、予測震度、当該地まで

の到達時間）を迅速に表示する緊急地震速報と連

携し、地震直後から応急復旧における BCP 対策

の強化を支援している。 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

  同システムにより、建物の揺れをモニタリングし、リアルタイムにわかりやすく建物安全度を

表示することで、地震直後に建物利用者等が迅速かつ適切な行動の判断、被災建物の調査優先

付の判断、及び無被災建物の速やかな事業再開の判断を支援し、建物の安全確認に要する負担

を低減することができる。また、既存類似システムの課題を解決し、低層から超高層まで建物

安全度の判定が可能となる。 

 従来は、代表的な階に限定して設置されていた加速度計の結果から振動解析モデルの作成や調

整等を行い、非設置階の加速度を推定していた。同システムでは、加速度計を全階設置とする

ことにより、実測値による安全度判定情報として層間変形角に加え、固有周期  傾斜  揺れの強

さ 揺れ方の5パラメーターを提供できるようにした。 

▲ 揺れモニ』の複数ビル監視イメージ 
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 さらに、地震発生直後の情報  震源、予測震度、当該地までの到達時間）を迅速に表示する緊急

地震速報と連携し、即時対応と避難 応急復旧フェーズのトータルで支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 強震計（各階）と微動計（屋上階のみ）の状況の表示
② 最大加速度・最大計測震度・最上階変位の表示、
青黄赤３段階での安全度の表示

③ 固有周期と傾斜を表示
④ システム解析を行った結果をコメントで表示

④次の行動例
１、この建物は安全です。通常通り執務が可能です。
２、○階に損傷の可能性があります。○階の方は注意をして下さい。
３、○階が損傷しています。○階の方は状況を見て避難して下さい。
４、○階が大きく損傷しています。○階の方は至急避難して下さい。
５、この建物は危険です。全員至急避難して下さい。

① ④
②

③

▲ 揺れモニ』の表示画面イメージ 

本格復旧フェーズ

＊補修判断
＊補修設計

応急復旧フェーズ

＊優先順位判断
＊継続使用判断

構造ヘルスモニタリングシステム

即時対応フェーズ

＊安全確保
＊避難行動支援

地震
発生

地震
到達

避難
フェーズ

緊急地震速報

▲地震発生 到達時の各フェーズ 

▲緊急地震速報による震源、予測震度、到達時間の予測 

予測震度 地震到達まで

あと

秒

予想地点（主建物）

ＮＴＴファシリティーズ新大橋ビル

地震発生時刻 20xx年xx月xx日 xx:xx:xx

相模湾震 央 地 名

北緯 度 東経 度 震源深さ km35.2 139.4 25

マグニチュード 最大推定震度8.0 ７

緊 急 地 震 速 報

警報音停止速報受信履歴表示 ▲ ▼
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3 取組の平時における利活用の状況 

  日常においても、各種センサーから微小な揺れのデータを得ることができるため、それらのデ

ータを分析することにより、建物の状態の変化を検知することが可能である。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  建物全階にセンサーを導入したことにより実測値による判定が可能となったため、正確な建物

判定情報を専門技術者でないビル管理者にも提供できる。 

 同システムは、地震直後に建物安全性が判断できるため、該当ビル利用者以外の帰宅困難者の

受け入れ可否の迅速な判断が可能となり、地域防災活動における避難ビルとして活用できる。

また、複数ビルの情報表示機能を活かし、防災計画における安全なビルへの効率的な避難誘導

が可能である。 

 

5 防災・減災以外の効果 

   BIM‐FM連携」 BIM  Building Information Model の略でコンピュータを使い3Dの建物情

報モデルを構築すること／FM:ファシリティマネジメントの略）によっては、環境評価、エネル

ギー予測、知的生産性等の検証に建物情報を付加した総合的な評価も可能である。 

 

6 現状の課題・今後の展開など  

  今後の展開としては、Building IoT 活用の一環として、復旧対策の迅速性向上や事業回復時間

の短縮と共に、建物の安全性を最適に高める活用法が期待される。 

 

7 周囲の声 

  地震後、即座に実測による判定結果が出ることと、判定結果を指定メールアドレスへ自動配信

される同社独自の機能がよい。 同システムを導入している顧客） 

 建物のBCP対策に取り組んでいる中でインフラを整備してきたが、テナントから建物本体の安

全性はどうなのかという声があり導入した。 同システムを導入している顧客） 

 既存地震計の故障に伴い、機器更新する必要が生じたが、同機種の地震計は高価であったため、

安価な 揺れモニ』を導入した。 同システムを導入している顧客） 

 


